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１．はじめに 
 近年，日本の学校教育においては，戦後継続してきた６・３・３制を一部修正して，小
中一貫教育，中高一貫教育が推進されている。兵庫教育大学と大学院が立地する加東市は，
2021（平成 33）年度から，小中一貫教育へと全面的に改変される。学校に通う子どもたち
にとって，小学校と中学校の校舎が１つになり，小学生と中学生が交流することにより，
子どもたちの人間関係が多様化すると考えられる。上級生はリーダーシップを発揮し，中
級生や下級生は適当なフォロワーシップを経験することができると考える。 
従来の小学校社会科の５年生と６年生で学習する内容は，中学校で学習する内容の重要
な部分だけで，詳細まで学習することは少ない。小学校と中学校で同じ内容を学習するこ
とは同じことの繰り返しであり，適切ではないと考える。小中一貫教育を前提とすると，
小学校５年生から中学校３年生までかけて社会科の授業を５年間通して設計することによ
り，今まで以上の学習効果が得られるのではないかと考える。小中一貫教育を見据えた社
会科の内容構成を考察する。 
第１章では，小中一貫教育が求められるようになった背景を分析して，日本の学校教育
の現状と課題を見出す。これらに基づいて，兵庫県の小中学校の立地展開と配置，統廃合
などの現状と今後の学校区を考察する。 
第２章では，小学校と中学校の社会科の現在の学習内容を取り上げる。また，教科とし
ての社会科の創設の経緯と変遷，学習指導要領と教科書の記述内容を分析する。そのうえ
で，現在の社会科の内容について考察する。 
第３章では，小中一貫教育になったときの社会科のカリキュラムを展望する。地理的分
野，歴史的分野，公民的分野それぞれの編成がどのように変化するのか検討する。なお，
東京都品川区の事例を参考にして考察する。 
 
 
２．兵庫県の学校の立地展開 
兵庫県は 2016（平成 28）年８月１日現在では，人口 5,524,567 人，面積 8,400.96 ㎢の
県である。29 の市と 12 の町によって構成される。全国では，人口は７位，面積は 12 位で
ある。（兵庫県，2016）兵庫県は，神戸地域，阪神北地域，阪神南地域，東播磨地域，北播
磨地域，中播磨地域，西播磨地域，丹波地域，但馬地域，淡路地域から構成される。 
兵庫県の１つの市町村当たり小中学校数，児童生徒数の中央値は，小学校が 11 校，児童
数が 2,285 人，中学校は５校，中学校生徒数が 1,169 人である。小学校数，中学校数，児
童生徒数，人口と面積の数値より，兵庫県の中央値となる市町は小野市と宍粟市である。 
兵庫県で小学校が一番多く建設されたのは，学制発布翌年の 1873（明治６）年であり，
この年に 138 校も造られた。1880（明治 13）年ごろまで，小学校数は急速に伸びた。明治
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期の学校は，村ごとにつくられていた。明治政府は 1888（明治 21）年に市制及び町村制を
公布し，町村合併の推進をした。その結果，町村数は 1888（明治 21）年末に全国で 71,314
であったものが 1889（明治 22）年末には全国で 15,820 となり，約５分の１に減少した。
兵庫県は２市 26 町 402 村となった。小学校は１町村１校と決定され，小学校区の成立閾は
約 300 戸から 500 戸に１校なった。戦後，第二次ベビーブームにより，1970（昭和 45）～
1985（昭和 60）年にかけて，元ある学校から分かれる方法で小学校が増加した。 
しかし，1990（平成 2）年から 2010（平成 22）年まで，兵庫県の市町の０～14 歳の人口
の割合が減少している。兵庫県全体で約 4.7％の減少である。また，兵庫県の市町の 2010
（平成 22）年から 2040（平成 52）年までの０～14 歳の将来推計人口では，やはり減少の
傾向である。とくに，但馬地域，丹波地域，淡路地域は現在の半分以下になる市町が多く
ある。これからの時代は，さらに少子化が進み，１校当たりの児童数が減少する。子ども
の数が半分になると，学校数を半分にしてクラス数を維持するか，学校数を維持して，学
級数を半分にするかどちらかになると考えられる。小規模学校のメリットは子どもたちの
個性の伸長を図ることができることや学校全体の児童生徒の掌握をしやすいことがあげら
れる。しかし，子どもたちが少ないと，子どもたちの人間関係が希薄化することや，固定
されてしまうことや運動会や音楽会といったイベントが成立しにくくなる。 
地域に合わせた学校規模の最適化が必要である。１クラス当たり一定の児童生徒数を保
つためには小学校区を拡大する必要がある。小学校区を広域化すると，子どもたちの通学
距離が伸びて不便になること，地域とのかかわりが希薄化してしまう。しかし，子どもた
ちの人間関係や教員の人件費，学校行事の進行を考慮すると，統廃合が進み，小学校区が
広くなると考えられる。学校の統廃合は，現在，国からの補助金が出るので，これからは
統廃合による新校舎の新設をする学校が増えるだろう。私は，これから兵庫県の市町の多
くで施設一体型の小中一貫教育が進むと考える。市全体が小中一貫教育に転換する加東市
を取り上げる。加東市を取り上げる理由は，2021（平成 33）年度から施設一体型の小中一
貫教育に切り替わること，加東市は兵庫県市町の小中学校数，児童生徒数，人口面積の平
均順位が中央値の近くに位置するからである。 
加東市は 2006（平成 18）年３月 20 日に社町，滝野町，東条町が合併してできた市であ
る。兵庫県中央部やや南よりに位置し，東は篠山市，三田市，南は小野市，三木市，西は
加西市，北は西脇市と接する市である。人口は約 40,000 人，面積は約 157.55 ㎢である。  
加東市の児童生徒数は約 3,800 人である。1 学区当たり児童生徒数の平均は約 1,300 人
である。1 学年約 140 人で４～５クラス編成になると考えられる。 
加東市の小中一貫教育導入の目的は，各教科をはじめ，運動会や体育祭などの学校行事，
道徳等の教育活動すべてにおいて，小学校と中学校の垣根を越えた系統性・連続性のある
教育活動をすることで，ふるさとを愛し，自らの夢に挑む自立した子どもを育成するため
である。 
各地域の小中一貫校の設置場所は，社会教育施設が利用できる環境を考慮し，社地域は
加東市立社中学校周辺，滝野地域は加東市立滝野中学校周辺，東条地域は加東市東条文化
会館周辺を適切とする。各地域の小中一貫校の開校時期は，東条地域は 2021（平成 33）年
度，社地域は 2024（平成 36）年度，滝野地域は 2027（平成 39）年度とする。（加東市教育
委員会教育総務課，2016）。 
立地については東条地区，滝野地区は問題なく進めることができると考えられる。しか
し，社地区は中学校の周辺に住宅地があることやため池があることから，校舎を新しく建
設することは難しいと考えられる。 
図１は兵庫県の小学校の，図２は中学校の単学級校数と市町あたりの単学級校数の割合
である。 
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小学校区では，但馬地域，西播磨地域，丹波地域などの県内の北部や中央部，淡路地域
は単学級の学校数の割合がかなり高いことが明らかである。また，神戸市と姫路市は単学
級学校数の割合は低いが，単学級の学校数は多いことが分かる。神戸市内の北区と西区の
小学校は単学級の学校が多い。また，姫路市の北部・家島諸島の小学校は単学級が多い。
単学級の学校は，兵庫県では山間部の交通手段がない地域や日本海沿岸地域，瀬戸内海沿
岸地域，本土から離れた島内に立地している傾向がある。 
中学校区でも，西播磨地域・但馬地域・淡路地域は単学級の校数と割合が多い。小学校
区と中学校区を比べると，中学校区のほうが単学級の学校数と割合は少ない。小学校区に
比べて中学校区は校区が拡大されるため単学級の学校が少なくなると考えられる。 
表２は，兵庫県市町の単学級をもつ小学校と中学校とその割合である。単学級の算出方
法は次のとおりである。各市町について，小学校ごとに 1 学年の児童数＝６学年の児童数
／６，中学校ごとに 1 学年の生徒数＝３学年の生徒数／３，１学年の児童生徒数／40 をし
て計算した。この方法で，学級数が１以下をとった場合に単学級の学校であると判定した。 
表３より，近年小学校・中学校ともに統廃合が進んでいることが分かる。佐用町立上津
中学校は 2015（平成 27）年に三土中学校と合併，豊岡市立竹野中学校は 2016（平成 28）
年に統廃合を実施した。しかし，この２つの中学校は統廃合してもなお単学級の中学校で
ある。現在の中学校で単学級の学校は，学校区が広いにもかかわらず，人口や生徒数が少
ないことに問題があるだろう。中学校区で単学級の学校は佐用町・宍粟市をはじめとする
西播磨地域，豊岡市・養父市・香美町などの但馬地域は小学校の統廃合や合併が必要と考
えられる。しかし，そこには学校同士の距離が遠いという大きな課題がある。単学級の学
校同士を合併することは理想的だが，あまりにも距離が遠いと子どもたちの通学が困難に
なる。通学手段の確保と子どもたちの安全対策をしっかりとした上での検討が必要である。
そうなると，交通手段として，スクールバスが必要になってくるだろう。スクールバスの
導入により，子どもたちが通うことが可能になれば，施設一体型の小中一貫教育を進めら
れる。 
兵庫県の多くの市町では，学校の立地改革が必要になってくる。兵庫県の中央部から北
部にかけての市町ではとくに早期な対応が必要であろう。現在，学校は旧村（明治～昭和
初期の町村単位）に起源する自治体の地区単位でつくられているが，今後，子どもたちの
人口で学校区を編成するという考え方もある。現在の中学校区を基準にして，施設一体型
の小中一貫教育校を建設することにより，子どもたちの人数の少ない地域でも学級数や学
級人数を保つことができると考えられる。 
今後，地域スケールに基づいた学校区を継続することは可能であるが，市町村の行政の
財源を大幅に圧迫すると考えられる。公立学校は市民の税金で運営されるので，学校配置
の適正化が求められる。 
 
表１．加東市の小学校と児童数及び中学校と生徒数　2016（平成28）年度
小学校 児童数 中学校 生徒数
東条東小学校 257   東条中学校 180  
東条西小学校 84   
鴨川中学校 24   社中学校 455  
米田小学校 50   
社小学校 580   
福田小学校 109   
三草小学校 90   
滝野東小学校 546   滝野中学校 361  
滝野南小学校 180   
合計 1,920   996  
出所：加東市各学校ウェブページをもとに作成
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図１．兵庫県市町の単学級をもつ小学校数とその割合 
出所：兵庫県の統計ウェブページをもとに作成 
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図２.兵庫県市町の単学級をもつ中学校数とその割合 
出所：兵庫県の統計ウェブページをもとに作成 
㎞ 
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表２．兵庫県市町の単学級をもつ小学校と中学校とその割合　2014（平成26）年度
　市町
全
小学校数
小学校
単学級
学校数
小学校
単学級
割合（％）
全
中学校数
中学校
単学級
学校数
中学校
単学級
割合（％）
神戸市 168  34  20.2 102  3  2.9
尼崎市 42  5  11.9 20  0  0.0
西宮市 43  0  0.0 27  0  0.0
芦屋市 8  0  0.0 5  0  0.0
伊丹市 17  1  5.9 8  0  0.0
宝塚市 27  3  11.1 14  1  7.1
川西市 17  0  0.0 7  0  0.0
三田市 20  10  50.0 9  0  0.0
猪名川町 6  2  33.3 3  0  0.0
明石市 29  1  3.4 13  0  0.0
加古川市 28  5  17.9 12  0  0.0
高砂市 10  1  10.0 7  0  0.0
稲美町 5  1  20.0 2  0  0.0
播磨町 4  0  0.0 2  0  0.0
西脇市 8  5  62.5 4  0  0.0
三木市 16  7  43.8 8  2  25.0
小野市 8  3  37.5 4  0  0.0
加西市 11  8  72.7 4  0  0.0
加東市 10  7  70.0 4  0  0.0
多可町 5  3  60.0 3  0  0.0
姫路市 69  17  24.6 40  3  7.5
市川町 4  4  100.0 2  1  50.0
福崎町 4  1  25.0 2  0  0.0
神河町 4  3  75.0 1  0  0.0
相生市 7  4  57.1 3  1  33.3
赤穂市 10  5  50.0 5  1  20.0
宍粟市 13  12  92.3 7  3  42.9
たつの市 18  11  61.1 6  0  0.0
太子町 4  1  25.0 2  0  0.0
上郡町 3  2  66.7 2  0  0.0
佐用町 6  5  83.3 4  3  75.0
豊岡市 29  25  86.2 10  5  50.0
養父市 9  8  88.9 4  3  75.0
朝来市 9  7  77.8 5  1  20.0
香美町 11  9  81.8 4  2  50.0
新温泉町 6  5  83.3 2  0  0.0
篠山市 14  13  92.9 5  1  20.0
丹波市 25  22  88.0 7  0  0.0
洲本市 13  11  84.6 6  2  33.3
南あわじ市 16  14  87.5 6  2  33.3
淡路市 15  13  86.7 5  1  20.0
計 771  288  0.4 386  35  0.1
中央値 11  5  57.1 5  0  0.0
最大値 168  34  100.0 102  5  75.0
最小値 3  0  0.0 1  0  0.0
出所：兵庫県教育委員会ウェブページをもとに作成
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表３．兵庫県市町の統廃合された小中学校と新設された小中学校
市町 統廃合された合学校 新設された学校 設置年
神戸市立 湊川多聞小学校 神戸祇園小学校 2015
平野小学校
湊山小学校
荒田小学校
神戸市立 雲雀丘小学校 丸山ひばり小学校 2016
丸山小学校
神戸市立 義務教育学校港島学園 港島小学校 2016
尼崎市立 若葉小学校 わかば西小学校 2016
西小学校
多可町立 八千代南小学校 八千代小学校 2016
八千代北小学校
八千代西小学校
宍粟市立 波賀小学校 波賀小学校 2015
野原小学校
道谷小学校
宍粟市立 下三方小学校 一宮北小学校 2016
三方小学校
繁盛小学校
佐用町立 上月小学校 上月小学校 2015
幕山小学校
久崎小学校
篠山市立 福住小学校 多紀小学校 2016
大芋小学校
村雲小学校
淡路市立 富島小学校 北淡小学校 2016
北淡小学校
室津小学校
南あわじ市立 阿万小学校 阿万小学校 2015
灘小学校
神戸市立 港島中学校 義務教育学校港島学園 2016
尼崎市立 小田南中学校 小田中学校 2016
若草中学校
尼崎市立 大庄中学校 大庄中学校 2016
啓明中学校
佐用町立 上津中学校 上津中学校 2015
佐用町・宍粟市
三土中学校事務組合
三土中学校
豊岡市立 竹野中学校 竹野中学校 2015
森本中学校
出所：兵庫県教育委員会ウェブページをもとに作成
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３．小中一貫教育における社会科の展望 
（1）東京都品川区の小中一貫教育 
本論文では，東京都品川区の政策を取り上げる。その理由は，日本全国から多くの自治
体の視察を受けていること，小中学校の一貫教育や連携教育について先立って取り組んで
いるからである。品川区は東京都の南東部に位置し，人口は約 37 万人，面積は約 22.7 ㎢
である。区立の小学校・中学校はそれぞれ 37 校，15 校である。 
1999（平成 11）年に「教育改革のプラン 21」がつくられ，通学区域の弾力化や外部評価
制度，学力定着度調査，そして小中一貫教育に取り組んだ。学習時間の確保をするために，
第１・第３土曜日は平日通り授業をするなど，一般の公立学校と比較して多くの学習時間
を保証している。教育課程の管理，教科担任制の実施，小中一貫教育の推進，小学校の英
会話の推進が主として実施されるものである。小中一貫教育に期待された内容は次のとお
りである。①小中学校が連携した教員間の研究体制を作る。②９年間を見通したカリキュ
ラムの作成。③教員が小中学校相互に出前授業をすること。④児童・生徒の実態の把握。
⑤児童・生徒の実態に即した教材の工夫と開発。⑥地域教材の開発⑦地域住民を招いての
授業を実施。⑧小中合同でクラブ・部活動の実施。⑨健全育成上の情報交換。⑩学校経営
上の情報交換。 
小中一貫教育の導入目的は小中学校間の学校が別々であることで教員間の意思疎通が難
しいことや小学校から中学校に進学すると学習内容が難化すること，教育方法が違うこと
や生徒指導が難しいことから，子どもたちを９年間の義務教育を通して指導することをめ
ざした。 
2006（平成18）年からすべての区立小中学校で小中一貫教育を実施している。系統的・
継続的な教育をめざし，１～４年生（小学校１～４年生）で基礎的・基本的な学習（読み・
書き・計算）の定着を図ること，５～７年生（小学校５，６年生と中学校１年生）では，
基礎・基本の徹底に重点をおくこと，８，９年生（中学校２，３年生）では，教科・内容
の選択の幅を増やし，生徒の個性・能力を十分に伸ばす指導をしている。品川区内に2016
（平成28）年10月現在６校の施設一体型の小中一貫教育校がある。 
日野学園は，日野中学校区の第一日野小学校，第二日野小学校，第三日野小学校，御殿
山小学校が対象地域である。第二日野小学校を解体し，そこに小中一貫教育校日野学園を
設置した。日野学園が選ばれた理由は，品川区立第二日野小学校の周辺で再開発によるま
ちづくりのためである。また，第二日野小学校の児童数が68人と極めて少なく，１学年10
人未満の学年もあったからである。日野学園の校舎は地上６階地下２階からなり，１階か
ら地下２階にかけて学校体育館，総合体育館，温水プールと地域の人々も利用できるよう
な施設もつくられた。また，２階には人工地盤を設けた運動場をつくり，３階以上の校舎
には多目的スペースと各教室がつくられた。2014（平成26）年４月時点での児童生徒数は
1,009人，32学級で構成される。６年生までは３クラスであるが，７年生以上は４クラスに
なる。また，特別支援学級も２クラス設けられている。 
 日野学園の小中一貫教育の成果は，子どもたちの中一ギャップが減少したこと，系統性
をもった年間指導計画や学習指導により学習の定着が進んだこと，中学生が小学生を思い
やる気持ちが育っていることがあげられる。また，教員は，相互研修を積むことで資質の
向上やモチベーションアップにつながっている。 
一方，課題は教職員の負担が増加したこと，多忙化したことである。共有を図るために
会議の回数や時間が増加した。そのため，効率的に意思疎通をする方法が必要になってい
る。また，子どもたちの学年ギャップとリーダー性の育成に関わる課題が出てきた。中一
ギャップがなくなってきた代わりに５年生にギャップが前倒しになること，また，６年生
のリーダーシップの育成をどうするか課題になっている。（国立教育政策研究所編，2016） 
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（2）社会科に関する特質と課題 
 品川区では，小学校と中学校７年間の社会科を従来の教育課程とは違うカリキュラムを
編成している。品川区は現在の社会科の課題を次のように挙げている。暗記科目であるこ
と，小学校では問題解決学習が重視されて基礎・基本が十分に定着しないこと，中学校で
は知識注入型になりやすく，思考力・判断力が十分に定着しないこと，地図の見方や年表
の見方があまり指導されていないこと，学習内容と社会の問題がつながっていないことが
挙げられる。課題を克服するために，主題的な学習をすること，社会科の各分野を実生活
に結び付けることが必要である。 
施設一体型の小中一貫校では同じ校舎内に小中学校の教員がいるため，授業内容や進度
について打ち合わせや共有が容易である。学校が離れた普通の小中学校では，緊密な連携
や打ち合わせ，共有が難しいと考えられる。小中の接続を円滑にするため社会科７年間の
一環原理として問題解決学習を考えれば，中学校においても問題解決学習を実践しやすく
なる。３・４年生までで基礎・基本の定着，５～７年生までは基礎・基本の徹底，８・９
年生は自学自習の重視をしている。品川区が一般的なカリキュラムと違うところは５年生
から歴史学習の導入をすることや９年生には卒業論文を課していることである。５～９年
生の学習内容の整理・系統化した特徴は以下のとおりである。 
第５学年…歴史学習の導入，情報学習の位置づけ 
第６学年…地理学習の本格化，身近な地域の政治学習 
第７学年…国政と憲法に関する学習の基礎基本 
第８学年…歴史学習のまとめ，社会単元の学習   
第９学年…政治学習，卒業論文 
 私は品川区の社会科の中で一番興味を抱いたのが卒業論文である。第９学年で義務教育
の締めくくりとして卒業論文を課すことはなかなかユニークである。小中学校で学んだこ
とを活用することができる且つ子どもたちが興味をもった事項に関して突き詰めることが
図３．東京都品川区の学区編成 
出所：品川区教育委員会ウェブページより作成 
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できることは主題的学習が活きてくる。教師は子どもたちに論文の書き方を指導するだけ
で，題材には地理・歴史・公民のどの分野を扱ってもよいことになっている。授業時間数
は 20 時間充てられている。ページ数は 15 枚程度書くことが決められている。 
 卒業論文を作ることは子どもたちにとって，義務教育 9 年間，社会科 7 年間の締めくく
りであり，子どもたち自身が興味や関心をもっている分野や内容について研究を進めるの
で，今後の将来につなげることができる。 
 
（3）品川区の小中一貫教育をふまえた試案 
 私は社会科の内容構成を提案する。まず，義務教育の９年間を大きく小学校１～４年生，
小学校５年生～中学校３年生までの２つに分ける。小学校社会科は３，４年生までの基礎・
基本を築き上げる段階，小学校５年生～中学校３年生までの２つに区分できる。この２区
分にする理由は，現在の学習内容では，小学校３，４年生の内容が子どもたちの身近な地
域や子どもたちの身の回りについての学習であり，社会科の基礎・基盤を養うからである。
小学校５年生以降の地理的内容・歴史的内容・公民的内容の基礎である。小学校５年生か
ら教科担任制を導入することで中一ギャップとゆとりのある教育をすることができると考
えられる。小学校５年生から中学校３年生の間で地理的内容・分野，歴史的内容・分野，
公民的内容・分野を主題的な学習を展開する。この５年間を利用して効率的に且つゆとり
をもって学習を展開できる。主題的な学習を展開することは，子どもたちに系統的に知識
を身につけること，そこから応用して課題を解決することができる。また，中学校は学習
時間が内容量に比べて不足しているため中学校の時間を小学校に落とし込むことができる。
品川区は隔週で土曜日も登校日に定められているが，他の一般の学校ではそうはいかない。 
社会科は，小学校と中学校で学習内容の深みが変わってくる。また，教員の指導方法も
小学校と中学校で違いがある。小学校は問題解決学習に重きを置いているが，中学校は分
野ごとの系統的な学習が中心になる。私は，社会科において，子どもたちにつけさせたい
力は，①多面的・多角的な視点と方法から調べ学習を通して子どもたち自身の意見をまと
めることができる力。②基礎的・基本的な知識・技能を身につけ，活用して課題を解決し
ようとする力。③様々な社会的事象に興味・関心をもち，子どもたちが自ら思考し，判断
し，挑戦する力の３つであると考える。私は，小中一貫教育の実現には義務教育９年間を
通して教員が小中学校の両方に関わりをもつことが必要であると考える。社会科は主題的
学習を基本として，７年間の義務教育の展開が必要であると考える。 
 私は，表３で，小中一貫教育の社会科の内容を構成した。品川区の小中一貫教育政策の
中で取り入れたいものは歴史学習の５年生からの開始，中学校 1 年生で公民学習の導入部
分の実施，中学校３年生での義務教育の９年間の総まとめとして卒業研究の実施である。
これらを踏まえてカリキュラムを編成する。また，小学校・中学校の社会科の授業時数は
2008（平成 20）年度の学習指導要領に合わせて組み立てた。 
 小学校６年生で世界の地理を少し扱うこと，歴史学習を１通りこなしてから，小学校６
年生から歴史的分野の学習を始める。古代から平安時代まで学習すること，中学校１年生
で公民学習を少しすることである。中学校で扱う内容を小学校に落とすことでゆとりをも
った主題的学習を展開できると考える。中学校３年生では，これまでのまとめとして地理
と歴史を復習する。その理由は，卒業研究では公民を選択する生徒が多くなると考えるか
らである。復習する時期は公民学習を１通り終えてからである。高校受験も控える時期の
ため，地理と歴史の総復習をすることが大切である。 
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４．おわりに 
小中一貫教育の課題は，実施している自治体が教科のカリキュラム編成の情報をほとん
ど公開していないことである。多くの公立学校で小中一貫教育を実施し，その構成や実践
を公表して，他の自治体と共有する仕組みが必要であると考えられる。 
社会科は地理・歴史・公民と分けるのではなく，相互に関連もしくは作用しあっている
ことをあらためて確認することができた。教員として社会科を教えるときは垂直的なつな
がりだけでなく，水平的なつながりを意識して指導するとよい。 
社会科を勉強する，学習する意義は，子どもたちが社会のことをよく理解し，これから
の社会や個人の生活に役立てることである。社会科は暗記第一の詰め込み教育に重点が置
かれる側面もある。知識基盤社会では，世界中に様々な情報が溢れており，その中から必
要な情報や正しい情報を取捨選択し，自ら考えることが求められる。 
施設一体型の小中一貫教育を前提として，小中学校を通した社会科の授業を設計するこ
とで，効果的な社会科学習を実現できる。 
今後の研究課題は，小学校の統廃合の統廃合が進み，学区が広域化すると，地域学習が
難しくなる。そして，地域学習をするとき，教員の負担が増える。身近な地域ではなくな
ると，子どもたちにとって地図を描くことが難しくなる。など，学区が広がったことによ
る教育内容の懸念事項があるので，それに対する手立てを考察する。  
  
表４．理想型として提案する小中一貫教育校の社会科の構成
学年 地理 時数 歴史 時数 公民 時数 合計
小学5年 わが国の国土と自然 25 歴史学習（地域の歴史） 12 わが国の情報産業や情報化した社会 16
わが国の食料の確保 25 100
国民の生活を支える工業製品 22
小学6年 世界の国々について 20 先人たちの働きとわが国の発展 30 わが国の政治と日本国憲法との関係（Ⅰ） 19
古代から平安までのわが国の歴史 20 世界の中で日本の役割 16 105
中学1年 世界の様々な地域 40 平安から近世までのわが国の歴史 29 わが国の政治と日本国憲法との関係（Ⅱ） 16
日本の様々な地域（Ⅰ） 20 105
中学2年 日本の様々な地域（Ⅱ） 20 近現代のわが国と世界の歴史 45
日本の諸地域 40 105
中学3年 地理のまとめ 20 歴史のまとめ 20 私たちはどのような社会を生きているのか 15
私たちの経済生活はどのような仕組みか 22
わが国の政治にはどのような課題があるか 22 140
世界の中の日本人としてどのような努力が必要か 16
卒業研究 25 卒業研究 25 卒業研究 25
合計 257 181 167 555
出所：東京書籍社会科教科書、品川区学習指導要領をもとに作成
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